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 （２）1970年代（昭和 45年～昭和 54年）の展開
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９）積 惟勝「第七章 集団主義養護論」浦辺史編『児童問題講座第 6巻 児童養護問題』ミネルヴァ書房,
1975年 10月,P232-P233
10）積 惟勝「集団主義養護論」全国養護問題研究会『日本の養護’81』1981年 5月,P52-P53
11）柿沼 肇「第 4章 国民の教育要求と教育運動の歴史」
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表１．社会的養護に関する法律・通知等の年表（1960年代～1980年代初頭）
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年 主要な社会の動向 児童福祉制度全般 施設養護関連 社会的養護関連団体/研究
等の動向
 社会福祉施設緊急整
備5か年計画策定
全養協、幼児養護の専門委員
会設置、養護施設幼児養護に関
する見解を厚生省に提出（8月）
 厚生行政の長期構想 児童福祉法施行規則の一部を改正する省令及び児
童福祉施設最低基準の一部を改正する省令の施行
について（児発第546号）
季刊「児童養護」創刊
 養護児童実態調査実施
 児童手当法（法律第
73号）公布
開差是正措置（厚生省は、児童収容施設において
70年度における児童定員充足率が80%以下の場
合、定員縮小、または暫定定員を設けて事務費を支
払うことを通知（4月）
 児童家庭局に児童手当課を新
設
開差是正措置により、乳児院は全国127施設中31
施設が暫定定員を設定され120名の定員を減らされ
た。養護施設でも全国522施設中7施設が対象とな
り約570名の児童定員縮小となった。
 ドルショック
 「社会福祉士法」制定
試案
 児童入所施設の定員と現員との開差の是正措置の
円滑なる実施について（児企第13号）
教護院における学科指導の充実強化について(抄)
（児発第261号）
全国養護施設問題研究会発足
（養問研）
 沖縄返還 開差是正の基準を定員充足率83%以下を対象に行
う通知
 堀木訴訟第1審判決
日中共同声明調印
	 昭和48（1973）年を
「福祉元年」と呼称
老人医療費無料化実
施
「養護施設入所児童等の高等学校への進学の実施
について」（5月）児発第278号（1989年に児発第
265-6号により廃止）
全養協「養護施設職員の労働適
正化委員会」設置
		 経済社会基本計画
	 児童福祉法第29次改正（国有
財産特別措置法改正に伴う）
	 第1次石油危機

 児童福祉法第30次改正（指定
育成医療機関の審査報酬審査
機関について）
全養協、養護施設職員の労働
適正化委員会中間報告書作成


 国際婦人年
 堀木訴訟高裁判決
 昭和50年代前期経済
計画
直接処遇職員「6対4対2」となる 全養協『養護施設30年』刊行
 第三次全国総合開発
計画
 養護児童等実態調査実施
 サラ金地獄の実態が
明るみに
児童福祉法第31・32次改正
（指定療育機関の指定は都道
府県知事が行うこと、児童福祉
審議会の委員から関係行政機
関の職員を除外すること）
「児童入所施設における暫定定員の計算方法につ
いて」（昭和五三年五月一六日児企第一七号）2008
年6月(児家第三一号)通知発令により廃止
 国際児童年
第2次石油危機

 年金制度基本構想懇
談会報告
養護学校義務制実施
	 ベビーホテル問題報
道
校内暴力の広がり（荒
れる中学生の社会問
題化）
児童福祉施設最低基準改正
（自閉症児施設新設）
 「ベビーホテル調査結果概要」
発表
 ベビーホテルの都道府県一斉
点検
日弁連「養護施設をめぐる法的
諸問題」発表
	 自民党社会部「ベビーホテル
問題についての対策試案」発
表

 「ベビーホテル問題に対応するための乳児院の活
用等について」通知
乳児院における短期入所措置について通知

